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Ⅰ 初めに
日本で「流通近代化」が盛んに議論されるように
なったのは，高度成長が軌道に乗った 1960年代以降
である。50年代後半になると，技術革新により生産
が高度化し「少品種多量生産」が行われるようにな
り，一方で，国民一人あたりの実質所得が上昇し，基
本的な衣・食・住費を超える裁量所得の増加により消
費を自由に行えるようになり，「高度大衆消費社会」
（high mass consumption society）が到達した（ロス
トウ［1961］16頁）。しかしながら，生産と消費を結
ぶ流通は旧態然として生産性の低いままであった。す
なわち，生産部門の設備拡張と近代化，それに伴う出
荷増大と生産性向上に比べて，商業部門は従来の殻を
打ち破ることができず，卸・問屋の機構や小売商の体
制は弱体で，増大の一途を辿る商品を高能率で消費者
に到達させることができなかった（林［1962］55
頁）。
こうした事態に直面して林 周二は「近い将来流通
機構には必ず大きな変革がくる」と予言した。そこで
は，スーパーマーケットを中心とする大型店舗が成長
すること，大メーカーとの直接取引が増えて卸の地位
が低下すること，流通革命の本質はチャネルの生産性
を高めることが主張された。彼は，ホービング（W.
Hoving）の主張を踏まえ，流通革命とは「生産面に
おける大量生産革命（オートメーションの大規模な導
入，製品の規格化を含む）と，消費面における消費革
命に対応して，商品の流通面にもまた大量配給体制が
必然的に進行する事実をさす」としている（林
［1964］30頁）。しかし林は，店舗の大型化を主に取
りあげ，チェーン経営形態の「革命的」意義について
はほとんど触れることなく，またスーパーマーケット
など業態の展開予測も不正確であった。これに対し
て，佐藤 肇は「真の流通革命は，小売店舗の大型化
にあるのではなく，むしろ小売企業を大型化する，す
なわちチェーンストア化によって大規模小売企業が実
現することによってのみ可能になる」とし，チェーン
経営形態の導入こそが流通革命の革新としている。し
かし，生産が高度化し消費革命が進展する中で，中公
新書の「流通革命」がベストセラーになったことは，
啓蒙的な面を含めて，流通の重要性を喚起した点に大
きな意味をもった。
いずれにしても生産が近代化されたにも拘わらず，
流通は遅れており「革命」を起こし，近代化しなけれ
ばならないという主張で一致しており，その中味は大
量配給体制であり，流通生産性の向上であった。＊ 専修大学商学部教授
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こうした「流通の遅れ」論はなにも日本に限ったこ
とではなく，1960年代にドラッカーはアメリカの実
態を踏まえ，次のように指摘したことはあまりにも有
名である。「アメリカの消費者は，商品のために 1ド
ル支払う時，そのうちの 50セントは生産された後の
活動に支払っている。（今まで）最も悲劇的に無視さ
れ，そして（今後）最も有望な事業分野は流通であ
る。…我々はナポレオン時代にアフリカの内陸部に
知っていた程度にしか，流通のことは知らない。知っ
ていることはその存在と大きいということだけであ
る」（Drucker, 1962, p.103）。日本だけでなく，中国や
韓国などの東アジアの国々も，経済活動 3部門の中で
その実態は異なるにしても，「流通の遅れ」が指摘さ
れてきた。
本論文では，「流通近代化」の概念を再検討してそ
の意義と限界を論じ，これらを踏まえて「広義」の流
通近代化の概念を提案すること，さらに「広義」の流
通近代化の視点から，中国での実態調査を踏まえて流
通の国際比較を試みることにある。
Ⅱ 流通近代化とは
流通は遅れているので，流通近代化をしなければな
らないという必要論は盛んに叫ばれたが，流通近代化
の概念そのものに関しては活発な議論は行われたとは
言えず，従ってかなり不明確な部分が残っている。当
初は「流通革命」という用語が用いられていた。それ
に代わって「流通近代化」がよく使われるようになっ
たのは，1970年に入ってからであるが，両者はほぼ
同義的に用いられていた。
（1）「商業近代化」と「流通近代化」
1960年代には，「商業近代化」という用語も用いら
れたが，若干意味を異にしていた。「商業近代化は，
いたずらに大型店舗のもつ規模の経済性に拘泥するこ
となく，社会的組織化による大量流通機構の形成に
よって，規模の利益の追求を配慮すべきであり…生業
的色彩の強い現存小売商をメンバーとするボランタ
リー・チェーンを推進し，商業近代化の先兵とすべき
である」（林 信太郎［1966］399，408―9頁）という
ことから理解されるように，中小小売商の競争力強化
に力点を置いていた。しかしながら，こうした零細小
売商の「商業近代化」論に対しては，「資金動員能力
の観点から著しい制約を負っており，…流通革命は前
期的中小零細企業の存立を利用しつつ，同時にそれら
の存立基盤を崩壊させていくという矛盾を包蔵してい
る」と批判されている（荒川［1969］177頁）。
これらの議論の当否は別として，「商業近代化」と
は中小小売商の近代化であり，競争力の強化であっ
た。それは 1960年代には中小小売商（従業者 1～4人
規模）は，約 9割を占めていたし，当時の経済社会に
おいて，中小小売商の役割が積極的に評価されていた
からである。これら中小小売商の役割としては，買物
場所・雇用機会・生活空間の提供やイベント参加など
による地域社会への貢献，街の賑わいの創出，小売イ
ノベーションの源泉，地域の消費欲求に応じた商売，
「一定の許容範囲をもった品揃え」による利便性の提
供などがあるとされている（向山［2001］214―20
頁）。
中小小売商の競争力強化としての「商業近代化」
は，流通近代化の一部として捉えることができる。中
小小売商の問題は，今までの流通近代化論で看過され
ていた点である。中小小売商の競争力が強化されれ
ば，小売市場における市場集中度を低下させ，競争を
活発にして，流通成果を高めることになる。従って，
流通近代化には大規模化・チェーンストア化ととも
表 1 中小小売商の店舗数推移
1964 1972 1982 1988 1994 1997 2002
小売商店数 1，304，536 1，495，510 1，721，465 1，619，752 1，499，948 1，419，696 1，300，057
中小小売商 1，167，732 1，276，647 1，448，747 1，296，444 1，135，716 1，059，305 901，009
比率 89．5 85．4 84．2 80．0 75．7 74．6 69．3
注）通産省『商業統計表』各年による。中小小売商は従業者規模 1～4人規模をいう。
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に，中小小売商の近代化，すなわち競争力の強化が含
まれる。
（2） 流通近代化とチェーンストア
広辞苑によると，「近代化」とは，産業化・資本主
義化・合理化・民主化など（で特徴付けられる）近代
的な状態へ移行することで，捉える側面により多様な
観点が存在する。たとえば富永は，近代化を技術的・
経済的領域，政治的領域，社会的領域，文化的領域な
ど諸領域を含む総合的概念と捉え，技術と経済の近代
化については「産業化」（industrialzation）と定義し
ている（［1996］32―33頁）。
流通産業における近代化論は，産業化・資本主義
化・合理化を図る有力な手段としてチェーンストアの
経営形態が取り上げられてきた。堤 清二も「流通産
業における近代化論は主に小売業における「チェー
ン・オペレーション論」であり，チェーンストアの経
営形態によって小売業が大規模化・組織化され，その
結果，流通産業全体が産業化される…。そして小売業
の近代化・合理化・産業化を促進するためには，経営
者の意識変革，経営組織の近代化など，いわゆる「経
営革命」が行われなければならない」と述べている
（［1979］54頁）。
チェーンストア経営形態は，規模の利益（economy
of scale）をあげることに狙いがあるが，一般的に
は，次のような経済的，社会的意義をもつと考えられ
る。第 1に，流通生産性を向上させる。チェ－ンスト
アの場合，仕入と販売が分離され，本部で集中仕入が
行われるので，生産者から直接に仕入れたり卸売段階
が短縮化されたりして，今までの流通経路より効率化
され，流通マ－ジンも圧縮されるのがふつうである。
従って，チェ－ンストアは消費者に対して，相対的に
安い価格で商品を提供することができる。また，小売
業は消費者に買物便宜性を提供するために，小規模分
散的な性格を有しているが，仕入と販売を分離して統
合するチェーンストア経営により，店舗は小規模分散
的であっても，資本の運動としての集中的大規模化を
可能にした。佐藤 肇によれば「資本の運動としての
集中的大規模化」が「産業化」というわけである
（［1974］32―3頁）。
第 2に，チェーン店全体の販売力が生産の経済単位
を超えることにより，プライべート・ブランド（PB）
商品を開発し，生産者に対する対抗力（countervail-
ing power）になり，生産段階における寡占化の弊害
を防止することが可能になる。ナショナル・ブランド
（NB）商品の流通主導権が製造企業にあるのに対し
て，PB商品のそれは流通企業が掌握することができ
る。我が国の商品流通は圧倒的に NB商品の比重が高
く，建値制や再販制にも見られるように製造企業の
リーダーシップが強く発揮されてきた。
これに対して大手チェーンストアのイオンは，1994
年，PBの総合商標「トップバリュ」を導入，現在
（2007年 2月期）2,040億円の売上を，今後毎年新 PB
商品を 1，000品目投入し，3年後の 2010年には売上 1
兆円の達成目標を立てている。導入当初は，「価格破
壊」のきっかけになったが，「安かろう悪かろう」と
いうイメージが強かった。しかし，近年はプレミアム
PB商品も開発されて品質も向上し，しかも価格もNB
商品より安いという評価が徐々に消費者に浸透するよ
うになっている（日経MJ）。また，セブン＆アイ・
ホールディングスは「日本の消費者は NBを好み，価
格だけでは支持は得られない」と考え，これまで PB
に慎重な姿勢だったが，最近攻勢に打って出るように
なった。2006年，セブンイレブン，イトーヨーカ
堂，ヨークベニマル，ヨークマート，シェルガーデン
などのバイヤーを集め「グループMD改革プロジェ
クト」を立ち上げ，加工食品中心に PB商品の開発に
本格的に取り組み始めた。また 07年には，グループ
共通で初の総合商標 PBを導入，3年後の PB商品の
売上 1兆円を目指している（日経MJ）。
第 3に，中小小売商に存続の余地を残すということ
である。中小小売商はチェ－ン・ストアなどとの競争
から遮断され，保護されることは流通生産性の低い状
態を固定化させるので好ましいことではなく，何らか
の方法で競争力が強化されなければならない。中小小
売商は，ボランタリ－・チェ－ンやフランチャイズ・
チェ－ンなどを組織したり，加盟することによって営
業方法を革新し，チェ－ン・ストアと同じような規模
の利益をあげることができる。
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（3） 卸売商の機能高度化
1968年の産業構造審議会の中間答申『流通近代化
の展望と課題』（以下『中間答申』）では，流通近代化
の必要性は，政策的課題としても取り上げられ，「た
だ，わが国流通活動の現状をみると，その担い手があ
まりに脆弱かつ小規模であるので，その強化と近代化
をあわせ進めることが，有効かつ公正な競争秩序や近
代的システムを支えるための必要不可欠の前提とし
て，要請されるのである」（通産省［1968］78頁）と
述べられている。この『中間答申』では，「流通活動
の近代化を図るために流通機能担当者…」と，小売商
ばかりでなく卸売商も射程に入れている。一般に，流
通近代化というと，大メーカーとチェーンストアが直
接取引をし，卸売商が後退するモデルを想定しがちで
あるが，状況によっては卸売商が新たに参入したり，
機能高度化を行ったりして流通近代化の担い手になり
うることは銘記されなければならない。
発展途上国では，一般に，経済が発展するにつれて
中小小売商が増加する傾向があるが，まだ製造企業も
相対的に小規模なケースが多く，取引コストの節減や
流通在庫の圧縮を図るために，新たに卸売商・集積が
出現する例がよく見られる。あとで取りあげる中国な
どは適例である。
先進国では，卸売商は効率的な物流チェーンの構
築，売場提案などリーテイルサポート・サービスの充
実，PB商品の開発などにより機能高度化を図ってい
る。大手食品卸「菱食」の広田 正会長は「21世紀
型卸売りのビジネスモデルでは，他社に先行した物流
力だけに頼らない事業構造の構築が必要であり，取扱
商品の拡大，得意先である小売商に対する売場提案，
新たに総菜などを開発して魅力ある PB商品の充実な
どを図らなければならない」と語っている（日経
MJ）。
（4） 商慣行の近代化
流通近代化の議論の中で忘れてはならないのが商慣
行の問題である。『中間答申』の中でも「不公正な取
引方法の排除と合理的，近代的な取引慣行や取引条件
の導入，普及を図る必要がある」とし，不合理的な商
慣行として次のようなものが取り上げられている。
①不当に長期の手形決済期間や売掛債権
②明確な基準のないリベートやディスカウント
③無計画な配送や極端な小口配送
④一部にみられる返品
現在，不合理な商慣行のうち，再販売価格の拘束や
優越的地位の乱用など 16の類型が不公正な取引方法
は独占禁止法で禁止されている。ここで難しい問題
は，同じ商慣行でもある場合は機能を発揮し合法とな
るが，状況によって競争を減殺し違法となるケースが
あることである。たとえば，リベートは「販売し，代
金回収が終わってから，利益の一部を還付する（割り
戻す）」というのが基本的な性格であり，一定期間の
取引高などを基準に販売先に支払われることが多い。
この他新製品の販売促進，資金回収の促進などを目的
としても利用され，価格政策及びプロモーション戦略
の手段である。しかし，リベートの種類は多様で，業
界慣習や市場環境によってリべート体系は異なり，不
明確な部分が少なくない（矢作［1997］80頁）。たと
えば価格を維持したり，拘束するためにリベートを提
供することは，明らかに違法となる。「（リベートの支
払い）基準が多様で公表されておらず，受領するまで
は不明確であるなど，支払う側にも受け取る側にも問
題があることが指摘されている」（鈴木［2006］27
頁）。
この他，大手小売商により支払い延期，配送セン
ターの利用に関して不当なセンターフィーの要求，
PB商品の返品などの問題が顕在化することがある
が，こうした不合理な商慣行は，流通近代化のために
は明らかに是正されなければならない。
《センターフィーの問題》
センターフィーとは，卸売商やメーカーが，大手
チェーンの配送センターに納品する際，徴収される
センター使用料金。小売商は，センター運営費用を
納入業者から料金を徴収することでまかない，納入
業者もセンターを利用することで配送コストを削減
することができる。しかし，卸売商が負担するセン
ターフィーは，全売上高の 2～5％のケースが多い
が，バラツキがあり算定基準が不明確であり，しば
しば自社で行う物流コストを上回るので，SCM推
4
進の障害になっているという指摘もある（流通シス
テム開発センター［2003］5―7頁）。ちなみに 2006
年度，食品卸 3位の日本アクセスのセンターフィー
の負担総額は前年比 15％増の 345億円で，売上高
比 3．9％に達する。大手食品卸の社長は「年々 2ケ
タに近いペースでセンターフィーは増えており，業
態全体で対策を考えないと卸の未来はない」と，危
機意識を高めている（日経MJ）。
（5） 小括－流通近代化の諸次元
「流通近代化は，一般に国民経済的な観点から，流
通コストの削減，物価の安定という要請に基づくもの
といわれながら，メーカーサイドからの量産体制に伴
う量販体制の要請であったり，さらに，消費者の消費
水準の向上に伴う生活の多様化，高度化に適合した新
しいサービスの要請や，郊外の開発に伴う消費者の便
利という観点からの要請であるなど，それぞれの立場
によって問題の接近が異なっている」（吉田 信邦他
［1970］19頁）という指摘からも理解されるように，
流通近代化にはいくつかのアプローチがある。ここで
は流通近代化をおもに国民経済的な観点からみてきた
が，その内容は次の 4ポイントにまとめることができ
る。
①中小小売商の競争力強化
②チェーン経営形態による流通効率化
③卸売商の機能高度化
④不合理な商慣行の是正
ただし，こうした流通近代化の内容は，日本におけ
る経験から炙り出されたものであり，国際比較に有効
かどうかということは別途検討されなければならな
い。特に高度に発展した経済と発展途上の経済では，
流通近代化の内容やプロセスが異なる可能性がある
し，特に中国のように，流通近代化の出発点が計画経
済にあった場合は，別の道を辿るかもしれない。また
同じ先進経済でも，卸売システムが高度に発達した国
と，そうではない国でも事情はかなり異なると考えら
れる。
Ⅲ 流通近代化の意義と限界
日本では 1970年代初めに，流通近代化の意義と限
界を論じた一文がある。
このように流通近代化とは，一般に設備投資を基軸
とする拡大する市場のシェア拡大に適合した流通再編
成を意味し，その共通の形態は「大型化」と「総合
化」であった。しかしイギリスのような成熟経済で
は，「大型化」と「総合化」による流通近代化はもは
やあてはまらない。高度消費社会にふさわしく消費者
のレジャー嗜好を刺激しながら，購買・支出を増やす
ような新しい商業形態が出現しなければならない。そ
の一つはショッピングセンターであり，これは流通近
代化と区別して「流通革新」と呼ぶべきである。「流
通革新」とは，成熟経済における停滞する市場の既存
シェア争奪に適応した新しい商業形態の創出を意味し
ている（梅津［1971］48―50頁）。
この見解はもちろん流通近代化の捉え方や，議論の
枠組みに種々問題はあるが，経済の発展段階により流
通近代化の意義と限界があること，経済が成熟化する
状況では流通近代化の概念は有効ではないことを指摘
した点は評価することができる。
流通近代化の意義と限界を本格的に論じたのは堤
清二である。彼の主張の要旨は次の通りである。
流通近代化論は，小売業をチェーン化し，組織化
し，産業化すれば，巨大生産者の寡占状態が打破でき
るし，消費者利益が保護され，経済的合理性が復活す
るという考え方であった。しかし，小売業をチェーン
化し，組織化し，産業化させることは，生産体制に適
応した（工業資本の論理に従属させられた）流通革命
であり，社会を進歩させることになるという視点で流
通産業をとらえるかぎり，もう一つの寡占状態が，製
造業界ばかりでなく，流通業界にも生まれてくること
になる。従って，現在求められているのはこのような
近代化論の枠組みからぬけでることが重要であり，そ
れはに人間の論理に立脚した流通産業論が構築されな
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ければならない（堤［1979］53―121頁）。
堤 清二は「近代化」の否定しているのではなく，
「近代化」至上主義からの解放であり，生活の多様性
や消費生活の場における人間の個性の確保を踏まえた
うえでの近代化・合理化を主張している（堤［1979］
333―4頁）。そのためにこれからの流通産業は，「近代
化」をうちに含んだ「現代化」が必要であり，資本の
論理と人間の論理の境界に位置する流通産業は，社
会・政治・文化など，経済のシステムを含む全体の中
で検討されなければならないとしている（堤［1979］
344―5頁）。「人間のための経済」とか「人間の論理」
とか，やや時代を反映した言葉が使われているが，こ
れを資本の論理としての「近代化」に加えて「現代
化」をしなければならないというのが主張のポイント
である。「資本の論理」と「人間の論理」については
次のような説明がなされている。
「資本の論理」は最小の費用で最大の効果を上げる
という効率の論理です。「人間の論理」は効率ではな
く満足です。ある人が，どんなにカネをかけてもこれ
をしたいというのを，ばかげていると他人が批判して
も意味がないでしょう。その人が満足すればいいんで
す。ですから，「人間の論理」は多様性をもつので
す。これに対して資本の論理は単一的です（日本経済
新聞）。
しかしながら，チェーンストアも人間の論理を無視
して，マニュアル化，標準化し徹底した中央統制だけ
では生産性は上がらないのも事実である。チェーンス
トアでも「毎日違う人が買いに来るので，店と商売は
変わります。チェーンストアと個店主義と両立すべき
で，売場担当者はマニュアルを十分理解した上で，自
分の良識による判断をしなければならない」（柳井
［2007］）。そのために知恵や経験があり，倫理観をも
ち臨機応変の対応ができる人材が必要となる。
チェーンストアにも，合理的な「資本の論理」だけ
ではなく，フェイスツーフェイスのサービス業に共通
した人間の論理が必要だということができるが，さら
に小売業は「文化」とも密接な関係をもつ。
Ⅳ 流通近代化と文化の承継と発展
かつてマックネア（M.P.McNair［1968］）は，マー
ケティングを「生活標準の創造と伝達」と定義した
が，流通業は，生産された商品やサービスをできるだ
け効率的に消費者に送り届けるということとともに，
消費者のライフスタイル（生活標準）の確立に資する
ことが役割である。
（1） 生活文化と都市文化
われわれは所得が増え生活水準が向上しても，どう
オシャレをして，どう新しい食品を取り入れて，どう
住まいを改善するのかという具体的な生活を描くこと
が不得手である。消費者は，欧米風リビングのダイニ
ング・キッチンで，家族揃って食事や団欒する光景
や，若いカップルが週末に郊外にドライブしたり
ショッピングしたりする姿を，活字，写真，映像など
で読んだり，見たりすることによって，抽象的レベル
にとどまっていた生活の理想図を明らかにすることが
できることが多い。
従って，ライフスタイルを提案するマーケティング
戦略，すなわち製品コンセプトを実際の生活シーンで
価値付けする広告や，ライフスタイルを提案する商品
展示などが重要になる。いわば疑似「デモンストレー
ション効果」（あるいは，見せびらかしの効果）とい
うべきもので，流通とマーケティングはこうした生活
文化や都市文化の承継と発展に貢献することになる。
サーモンは，消費者の購買動機を基準にして生活用
品を個性的商品と非個性的商品に分類している
（Salmon, 1974）。個性的商品（ego−intensive goods）
とは，消費者が購買するとき個人の考えや嗜好が働く
もので，奢侈性，流行性が強い商品，非個性的商品
（non−ego−intensive goods）とは，消費者が購買する
とき個人の考えや嗜好が余り働かないもので，必需性
が強く，流行性の弱い商品である。個性的商品は都市
文化と非個性的商品は生活文化とより関連があると考
えられる。流行性の高い商品は，繁華な中心地に立地
する高級な百貨店や専門店によって主に提供され，食
料品や日用品は住居や職場に最寄りなチェーンストア
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や在来店で調達される。この意味でチェーン形態の総
合スーパー，食品スーパー，コンビニエンス・スト
ア，ドラッグストア，ホームセンターなどは非個性的
商品中心の品揃えであり，在来の一般小売店やこれら
の集積である商店街と競合する。生産性の高いチェー
ンストアが成長すれば，単純に考えても在来店の事業
機会を奪うし，ロードサイドや郊外に大規模で出店す
れば，伝統的な商業集積である商店街に深刻な影響を
及ぼすことになる。
チェーン経営形態の発展過程では，こうした在来店
や伝統的商業集積との軋轢は古今東西よくみられる現
象であり，東アジアでは日本の商店街と同じような状
況におかれているのが，韓国の「在来市場」，中国の
「自由市場」である。これらは長年月，地域の生活文
化と深い関わりを持って来たにも関わらず，近代化が
遅れ，劣勢な立場に追い込まれている。中小企業庁の
「平成 18年度商店街実態調査」によると，「繁栄して
いる」「停滞しているが上向きの兆しがある」と答え
た商店街は 6．4％であるのに対し，「衰退している」
「停滞しているが衰退する恐れがある」と答えた商店
街は 70．3％もある。韓国の在来市場の売上高も，お
よそ毎年 5％ずつ減少し，1999年の 21兆ウォンから
03年の 14兆ウォンへと，5年間でおよそ 35％も減少
している（関根［2005］）。中国の自由市場は，広範で
多岐にわたり統計もあまり整備されていないこともあ
り概括することは難しい。地方都市などでは，食品や
衣料品などに関してはまだまだ地域の消費者の支持を
受けているが（（関根［2007］），全国各地でチェーン
ストアの成長が急であり，大都市を中心に後退する
ケースも増えてきている。
一方百貨店は，日本においては都市文化の担い手と
して，呉服・宝飾・美術に始まり，その時代における
流行の先端を行くファッション性溢れる魅力的な商品
を次々に取扱い，単に商品を販売することにとどまら
ず，春夏秋冬の移り変わり，冠婚葬祭の慣習，および
日常の生活について伝統を承継したり，パリやミラノ
の流行をいち早く紹介したりして，新たな情報や知恵
を与え続けてきた。秋谷は「小売業の先端部分は，時
代の精神や時代に技術を反映して変化していく。そう
した変化をはらむまたは舞台の全体を小売業の文化表
現という。小売業は，すぐれては文化表現を要求され
る企業・経営である」と述べている（［1980］207
頁）。
流通近代化はこうした「文化表現」とどういう関係
にあるのだろうか。流通近代化の中に含まれるのか，
別だが両立できるのか，あるいは両立できないのか。
この問題を流通の国際化との関連で検討しよう。
（2） 流通の国際化と消費文化
矢作は，総合量販店，コンビニエンス・ストア，専
門店の小売国際化プロセスのうち，現地化段階に焦点
を当て事例研究を行った結果，いずれの場合も現地市
場の特性に応じた店舗規模，立地条件，取扱商品と
いった店舗属性の現地化が出発点になることを確認し
ている（［2007］242頁）。コンビニエンス・ストアを
例にとると，日本では弁当や総菜が主力商品である
が，中国ではつくり置きした「冷たい」弁当やおにぎ
りを食べる習慣はなく，豆乳や饅頭で朝食をすます労
働者でも「つくり立て」「温かいもの」を好む。そこ
で北京のセブンイレブンでは店内に厨房をつくり，つ
くり立ての温かい弁当を提供する方式を採用した（同
109頁）。「店内調理の部分はすごく伸びており，
ファーストフードの売上構成比は 48％に達している」
（牛島［2007］）。フランチャイズ会計システムの導入
問題などで店舗数は計画通りに伸びていないが（2007
年 8月現在で 56店舗），おでんなども充実させて品揃
えの現地化が功を奏し，開店した店舗の業績は順調で
あり，日商も他チェーンの 3倍にも達している。
北京の「セブンイレブン」の弁当売場
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韓国のコンビニエンス・ストアは，売れ筋 3商品
「総菜・弁当」「清涼飲料・酒類」「雑誌」のうち，「清
涼飲料・酒類」以外の品揃え・供給体制が不十分なま
まである。日本では「総菜・弁当」は粗利益率が最も
高く，売上高の約 30％を占めているのに対し，韓国
では僅か 2～4％にすぎない。一般に韓国の食事は，
タン
副食品が非常に豊富で暖かい湯（スープ）が必須アイ
キ ン バ ブ
テムであるし，海苔巻やトッポギ（細長い棒状のモチ
コ チ ュ ジ ャ ン
を適当に切り，唐辛子みそ，水飴などで味付けた甘辛
いタレの中で煮込んだもの）などの多様なファースト
フードが手軽にしかも安価に利用できる。おにぎりで
はなく海苔巻を好むのはまさに韓国の食文化といえ
る。また，儒教文化が強い風土のもと大衆的グラビア
週刊誌や漫画本の発行が少ないが，これに代わる「新
鮮さ」を売りにするマーチャンダイジングがなされて
いない。こうしたことが災いして，韓国のセブンイレ
ブンなど日系チェーンは，国内チェーンの「GS25」
に遅れをとっている。
（3） 小売業と街づくり
小売業はすぐれて地域に密着した産業であり，小売
店舗やその集積は，地域社会の交通，行政，医療，教
育，文化，娯楽など他の機能と有機的な結合を図るこ
とによって「街づくり」に大きな役割を果たす（鈴木
安昭［2006］140頁）。小売業は，もともと消費文化
と密接な関連をもっているが，この面だけではなく，
街の景観や街づくりとも密接な関係にある。このよう
な小売業などによる街の景観や街づくりを「商業街づ
くり」ということがある。
モントリオールは，トロントに次ぐカナダ第 2の都
市で，ケベック州にあり，しばしば「北米のパリ」と
称される。住民の大半はフランス系であり，英語圏で
ありながら，第 1言語をフランス語としている。モン
トリオールでは，1995年から商業デザイン市場を発
展させるために「商業デザイン・コンテスト」を実施
している。地域再生手法として小売店や飲食店を都市
デザインの一要素として重視し，住民を審査員とする
コンクールを毎年実施している。M. J．ラクロワ・モ
ントリオール市都市デザイン担当局長によると，「こ
れまでの実績の効果として，受賞した商店の売上が伸
び，商店街・街並みの景観が向上し，デザイン産業が
成長し（雇用の増加），担い手としての若手芸術家が
育ち，また商人や住民の都市デザインへの意識が高
まった」。そして商店街の再活性化には戦略的影響を
及ぼしたという。こうした取り組みが評価されて，
2006年，モントリオール市はユネスコの「デザイン
都市」に認定されている。（モントリオール市とNIRA
総合研究開発機構の HP）。
《デザイン都市》
ユネスコは，国際的な都市連携を促し「創造都市
ネットワーク」づくりを進めるために，2002年，
文学，映画，音楽，グルメ，デザインなど 7分野の
振興に力を入れる都市の認定制度をスタートさせ
た。認定された都市は，それぞれの分野でネット
ワークを作り，交流を深めている。
これらのうちデザイン都市の認定要件には，デザ
インを生かした特徴ある文化的景観や，デザインに
携わる人材の育成，関連産業やイベントが盛んなこ
となどがあげられる。これまでに，ブエノスアイレ
ス（アルゼンチン），ベルリン（ドイツ），モントリ
オール（カナダ）が認定を受けているだけで，日本
では神戸市が認定を目指している。
「モントリオールの事例は，商店のような身近な存
在が，実は地域に活気と魅力をもたらす思わぬ文化資
源となり，文化，産業，都市の政策が互いにプラスの
相乗効果を生み出す」（中牧・飯笹［2007］）。
ソウルの「GS25」の総菜売場
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（4）「広義」の流通近代化
流通近代化，文化の承継と発展，計画的な商業街づ
くりを合わせて「広義」の流通近代化と呼ぶことにし
よう。3者は一部が重層的な関係にあり，3者が重な
り合う「A」は，たとえば次のようなケースである。
川崎駅西口に直結する約 11万平方メートルという
広大な東芝工場跡地に，2006年 9月，「屋根のある街」
というコンセプトのもと，約 8万平方メートルの商業
施設「ラゾーナ川崎プラザ」がオープンした。また翌
2007年 3月には総戸数 667戸の都市型住宅も完成し，
新しい街「LAZONA川崎」が誕生した。当施設は
「都市部の利便性・ファッション性」と「郊外のゆと
りある日常」を融合させた，多様なニーズに対応する
商業施設になることを目指している。また，地域・立
地特性に基づいた魅力溢れるテナントや施設により，
顧客にとって単に「モノ」を手に入れるだけではな
く，新たなライフスタイルの発見や，コミュニティ活
動の場になることを狙っている（三井不動産 HP）。
テナントとしては様々なアパレル専門店，ビックカメ
ラ，首都圏最大級の食品売場「川崎大食品館」（食品
スーパー三和が核），丸善，ロフト，ユニリビング，
コナミスポーツ，HMV，島村楽器店などが入居し，
約 5000坪の食関連の店舗，スポーツクラブ，シネコ
ン，ナムコ・ワンダーパーク，そして多目的ホール
「プラザソル」などが併設されている。この施設の特
徴は，キーテナントは従来のように百貨店や総合スー
パーではなく家電量販店のビックカメラが担当してい
ること，中心市街地立地にも拘わらず，アパレル・ブ
ランドを含めて全体的構成が 20－30代の客層にター
ゲットを絞っていることである。
「ラゾーナ川崎プラザ」は，政令指定都市・川崎市
の中心市街地に中核商業施設としてテナントの構成な
どいくつか課題も指摘されるが，全体的に近代的な商
業施設から構成され，「都市の華やかな文化・ファッ
ション性」と「ゆとりある日常生活の提案」の特徴を
併わせもち，駅に直結した立地で中心地性を高めてい
る。
Ⅴ 中国の流通近代化－河北省唐山市のケース
ここでは「広義」の流通近代化の視点から，流通の
国際比較の糸口を提示するために，中国河北省唐山市
のケースを取りあげよう。
「ラゾーナ川崎プラザ」
「ラゾーナ川崎プラザ」
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（1） 4つの近代化
流通近代化をおもに国民経済的な観点からみた 4ポ
イント（①中小小売商の競争力強化 ②チェーン経営
形態による流通効率化 ③卸売商の機能高度化 ④不
合理な商慣行の是正）から，唐山市の流通近代化を分
析しよう。
第 1に，国有企業改革の遅れと郷鎮企業の成長など
を背景に，新しく出現した「自由市場」が拡大し，流
通近代化の担い手としての役割を果たすようになる。
計画経済下の唐山市でも，「自由市場」は 1984―85年
頃から都市の集合住宅や住宅地にある公園や歩道など
に自発的に作られるようになった。当初，個人的商売
が自然発生的に発達した自由市場は，政府としては，
管理しにくいので好ましくないという姿勢をとってい
た。しかしその後，自由市場は市民の日常生活にとっ
て必要な衣・食・住用品を提供する商業施設として欠
くことができない存在になり，現在では肯定的にとら
えるようになっている。一般に自由市場は，値段は確
かに安いが，品質保証や衛生面などで問題があるの
で，露店が店舗を設置したり，冷蔵設備を導入した
り，清掃業務を実施したりするのを支援・指導してい
る。しかし失業者が多いので参入者が絶えず，消費者
の支持も厚いので，政府が支援しなくても繁盛してい
るのが実情である（関根［2007］9頁）。
第 2に，1990年代末から超市（食品スーパー）や
総合超市（総合量販店）のチェーンストアも登場し，
成長するようになっている。唐山市では専門店も含め
て，今後 10年間は「チェーンストアの時代」を迎え
るであろう。現在市内に 40店舗を展開する超市
チェーン「華盛」はもともと国有企業であったが，98
年頃から，市場構造が変化し競争経済化が進むととも
に，従来の超市よりも大型の総合超市の出店を始め，
「華盛」の成長も始まり，現在，超市業界でナンバー
ワン地位に着いている。複数温度帯商品を取り扱える
コンポジット型の配送センターを運営し，効率的な共
同配送も実現している。2000年，産権制改革が行わ
れ，MBO・EBOにより従業者が株主になり民営化が
図られ，01年，完全民営の株式会社になるととも
に，対面販売からセルフサービス販売方式へ転換して
いる（関根［2007］26―27頁）。
第 3に，1990年代後半，国有卸の衰退とすれ違う
ように登場，そして成長著しいのが有力メーカーの代
理機能を担い，地域における独占的販売権をもつ総代
理店としての民有卸である。現在，唐山市ではほとん
どの国有卸は消滅している。それはチェーンストア経
営形態の超市や総合超市の登場，成長とほぼ軌を一に
する。チェーンストアは発展が急速なことや効率性に
対する要求度が高いことから，百貨店とともに，この
新たなるチャネルの形成に大きな影響を及ぼした。総
代理店制度は加工食品，日用品，そしてアパレルも含
めて，ブランド・メーカーの多くが利用している。そ
れは自力でマーケティング・チャネル構築すれば，ヒ
ト・モノ・カネも時間もかかるので，地元の事情に知
悉した業者に任せるのは得策であったからである（関
根［2007］37頁）。
第 4に，「今，中国では壮絶なリベートをめぐる争
いが起きている」（川端［2006］164頁）。唐山市の聴
き取り調査で判明しただけでも，種々の名目でかなり
のリベートの授受が行われている。一般に小売商は，
取引開始時に「入店料」（入場料）を徴収する商慣行
があり，多くの場合メーカーが負担するようになって
いる。ただし，中小規模の卸は自己負担をしなければ
ならない。しかし大手小売業でも，国内メーカーと異
なり，コカコーラやペプシコーラのような海外大手
メーカーからは入店料がとれないことが多い。この他
「店慶」（オープン 1周年記念など），「司慶」（本社の
記念行事），特売，年末などの時期に請求されるリ
ベートがあり，これらは卸自らが負担する。政府は入
店料などの不当な商慣行に関しては禁止措置を採って
いる。従って，小売商側はこの問題に関して神経質に
なっていて，関係者は，公式見解としてリベートの徴
収は行っていないとすることがある。しかし加工食品
卸の経営者や関係者の話を総合すると，実際はどの
（総合）超市でもかなりの入店料や種々のリベートを
徴収している実態がある。
（2） 百貨店と自由市場
唐山市は大都市と比べると百貨店の発展は遅れてい
るが，近年，店舗数が増加するとともに大規模化の傾
向にある。数年前まで，市内に百貨店は「百貨大楼」
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活気ある自由市場（唐山）
活気ある自由市場（唐山）
と「華聯」の 2社しかなく，両社はターゲットとポジ
ショニングを調整，百貨大楼は伝統的路線を維持する
一方で，「華聯」は家電品や超市をとりやめ，ファッ
ション性の高いアパレルに集中，品揃えなどを高級化
するなど棲み分けをしていた。しかし 2004年「遠洋
城ショッピングセンター」が開業，そのキーテナント
として若者向けでファッション重視の「五聯国際百
貨」が入居，05年，高級品中心の「三利国際百貨」
が，「百貨大楼」が立地する交差点の斜め向かいに
オープンし，外資系はまだみられないものの，唐山市
でも百貨店競争時代に突入した。「百貨大楼」は国有
企業から出発した伝統的タイプの百貨店で，高額所得
者は高級品を北京に買いに行くので，品揃えは大衆的
要素をもつ中・高級品，ファッションは定番中心にし
て，他店と差別化を図っている。
百貨店は，時代の精神や技術を反映する小売業の
「文化表現」として共同社会に根付いた存在であり，
地域の消費文化の中心である。唐山市の百貨店は，今
後，地方百貨店として果たして，唐山市における消費
欲求の高級化・個性化に応じて「輝かしさ」を増すこ
とができるだろうか。
一方自然発生的に発達した自由市場は，立地，鮮
度，価格，量り売りなどの点で優位性をもち，現在，
自由市場は市民の日常生活にとって必要な衣・食・住
用品を提供する商業施設として欠くことができない存
在になっている。こうした自由市場の今後の方向性は
どうであろうか。超市や総合超市のチェーンストアの
優勢に押されて，日本「商店街」や韓国の「在来市
場」と同じように，徐々に衰退のサイクルに入るのだ
ろうか。それとも「市場は現代資本制社会においてす
ら，人と人が関係構築と情報収集にいそしみ，激しい
喧噪のなかでやりとりが繰り広げられるバザール」
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（安冨［2006］207頁）として，共同社会に根付いて
進化を遂げるのであろうか。これは中国だけではな
く，東アジアに共通した大きな検討すべき課題であ
る。
（3） 不十分な街づくり
北京市では環状道路が中心市街地をとり囲んでお
り，都市化が 4環路あたりまで進んでいる。もともと
北京の環状道路は 2環路しかなかったが，1990年代
初めに 3環路が整備され，4環路は 90年代後半には
開通している。今世紀に入り 5・6環路がほぼ同時に
着工し，西側部分はまだ建設中であるが，完成が近づ
いている。こうした環状道路が外延的に拡大するにつ
れて，郊外化が進み，次々に大型のショッピングセン
ターがオープンする一方で，「王府井」や「西単」な
どの代表的な繁華街の後退が懸念されている。また地
方都市でも中心地の分散化が進んでいる。山東省済南
市や吉林省長春市など省都でも，土地の制約などで既
存の中心地の開発が難しいことから，次々に「新都
心」開発を行っており，中心地の地番低下が危惧され
ている。
唐山市では，中央政府の「地域商業店舗配置計画に
関する通達」に基づき，「商務局」が 2005年「唐山市
商業発展マスタープラン」を策定した。そのなかで
ゾーニングを行い，大型店の出店は「繁商区」と「次
繁商区」に限定したが，人民政府の他の部局である
「企画局」が遊休国有資産の売却などの都合から，本
来大型店の出店禁止地域である地区の用地の使用権を
外資大型店・カルフールに売却してしまった。カル
フールは，近々オープン予定であり，日本と同様，商
業街づくりの難しさに直面している。
Ⅵ 終わりに
本論文では，まず，「流通近代化」の概念を再検討
してその具体的内容を明らかにし，意義と限界を論じ
た。流通近代化には，「中小小売商の競争力強化」
「チェーン経営形態による流通効率化」「卸売商の機能
高度化」「不合理な商慣行の是正」の 4つが含まれる
が，社会的存在としての小売業を勘案すると，これだ
けでは不十分である。そこで，文化の承継・発展と計
画的街づくりを含んだ「広義」の流通近代化の概念を
提案した。さらに「広義」の流通近代化の視点から，
中国での実態調査を踏まえて流通の国際比較を試み
た。これにより，流通近代化という切り口での国際比
較の可能性や有効性をある程度示すことができたと考
える。
今後の課題は，「広義」の流通近代化概念の精緻
化，そして国際比較の実証的研究の積み重ねである。
流通近代化論の議論が活発になることを期待したい。
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